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「人事委員会勧告」を尊重しているとは思えない！[image: image1.jpg]



賃金引上げ「ぎりぎりまで見極める」回答に終始！マイナス提案に固執する当局
当局は職員のモチベーションを低下させたいのか！
賃金決定に財政状況を持ち出すな！

　県労連は11月6日、2014賃金確定闘争の第3回幹事団交渉を行いました。
　幹事団が当局回答の矛盾点や問題点を指摘し、職場の切実な実態について発言しましたが、労務担当局長から前進した回答はありませんでした。

職員のモチベーションを低下させるな！

賃金改定について労務担当局長は今回も、「人事委員会勧告を尊重する」としながらも、「財政的に厳しい。ぎりぎりまで見極めたい。」と、今年度賃金の引上げ勧告を留保する考え方は変えませんでした。
一方で、最高で約３％の引下げとなる来年度の賃金改定は「勧告に基づき実施」とするなど、まさにご都合主義の「いいとこ取り」の回答に終始しています。

当局にとって都合のいい勧告だけを実施することは、到底容認できるものではありません。
また、賃金決定にあたり、労使交渉のルールの中に財政状況という要素はありません。これまでの賃金カットに協力してきた職員は、当局のこうした姿勢に大きな不信感を抱いています。職員のモチベーション低下、ヤル気も喪失、退職者も出ている現状を当局にあらためて認識していただきたいと思います。
一時金の引上げは期末手当で！

今年度の一時金の公民較差（0.15月分）を解消する場合には、勤勉手当の現行の成績率を1.1倍にして引き上げると、当局は回答しています。

しかし、この手法では、成績区分間の格差を拡大させることになり、「人材育成の手段」、「いたずらに差をつけない」という人事制度の趣旨に反することになります。期末手当で引き上げるべきです。
民間水準を基本に通勤手当の改善を！

交通用具使用者の通勤手当について、人事委員会勧告の中で、「民間の支給状況及び県の実情を考慮して改定すること」として、県内民間企業の支給状況も示しています。国準拠ではなく、民間企業の水準を基本に改善すべきです。
最後に芹沢県労連議長は、「今年度賃金の引上げについては、ぎりぎりまで見極めるとした当局回答は未だ変わっておらず、このままでは交渉を進めることができない。次回が最終となるが、交渉が前進するような決断を。」と強調し、この日の交渉を終了しました。
県労連総決起集会～関内ホール
県労連は11月5日、関内ホールにおいて総決起集会を開催し、5単組の代表がそれぞれ思いを込めて決意表明を述べました。

自治労県職労からは陶山広行さん（かながわ労働センター分会）が壇上に立ち、「①人事委員会が勧告した今年度賃金の引上げ改定が最優先②介護短時間勤務の導入等制度の改善③総労働時間短縮に向けた県としての具体的な取組み④臨任・非常勤等職員の賃金・労働条件の大幅な改善などを求め、現場の切実な要求を前進させたい。」と発言しました。

	項　目
	これまでの労務担当局長回答・提案
	これまでの県労連の主張

	基本賃金
一時金

諸手当等
	○人事委員会勧告が基本。今年度の賃金について、月例給・一時金ともに引上げという、人事委員会勧告を受けたが、今年度も給与の減額措置を実施しており、厳しい財政状況下においては、ぎりぎりまで見極める必要がある。

○地域手当は、2015年度も引き続き一律10％。

○行（1）6級相当以上の職員の給与減額措置（6級相当は0.35％、7級相当以上は0.55％の減額）は、給与の総合的見直しの経過措置終了後に廃止。

○給料表を異にする異動をした場合の措置（現給保障）は、2015年3月末をもって廃止。

○交通用具使用者に係る通勤手当については、国に準じて改定。＜2015年1月実施＞

○単身赴任手当、管理職員特別勤務手当については、国に準じて改定。
	・財源不足は経営責任の問題。賃金決定にあたり、労使交渉のルールの中に財政状況という要素はない。
・「人事委員会勧告が基本」という当局の姿勢に則り、公民較差の解消を図ることを明言すべき。

・若年層の生活改善や人材確保の観点から、初任給及び若年層の賃金改善を求める。
・一時金は、勤勉手当ではなく、期末手当で引き上げるよう求める。
・勤勉手当の現行の成績率を単純に1.1倍することは、成績区分間の格差を拡大することになり、「人材育成の手段」「いたずらに差をつけない」という制度の趣旨に反する。

・行（1）6級相当以上の職員の給与減額措置について、高齢層の水準を含めて今年の官民比較による給料表に反映されており、継続する根拠はなくなったはずだ。
・給料表を異にする異動をした場合の措置（現給保障）が廃止されれば、給料の下がる異動を希望する職員はいなくなり、人事異動が成り立たない。

・交通用具使用者の通勤手当について、人事委員会勧告の中で、「民間の支給状況及び県の実情を考慮して改定すること。」として、県内民間企業の状況も示している。これを基本に改善すべきだ。

	給与制度の

総合的見直し
	○人事委員会勧告で示された給料表の引下げ改定を行う。経過措置（現給保障）は3年を限度。

○号給追加は、すでに国より追加済みであり、これ以上考えられない。
	・経過措置（現給保障）について、人事委員会は「3年を目途」と勧告している。また、国では3年で多数の職員が現給保障を抜けることから3年と定めている。給与制度の総合的見直しをするのであれば、県の職員の分布状況を踏まえて経過措置期間を再考すべき。

・定年まで昇給が可能となる号給追加を求める。

	高齢層職員の昇給・昇格制度
	○昇給制度について、55歳を超える職員（行（2）、医（1）は57歳を超える職員）は、標準の成績では昇給しないこととし、特に良好、極めて良好の場合は、1号の昇給に抑制。　　＜2015年1月実施＞
○昇格制度についても、最高号給を含む高位の号給から昇格した場合の給料月額の増加額について国に準じて縮減。
＜2015年4月実施＞
	・人事委員会勧告でも、県の50歳台後半層職員の賃金は、「民間と比較して必ずしも高くはない」としている。昇給・昇格を抑制する根拠がない。
・高齢層職員は、若い世代に知識や経験、ノウハウを伝承していく重要な立場にあり、その職責は重い。

・当事者だけでなく、職員の生涯賃金の低下となる。
・職員全体のモチベーションが確実に下がり、その影響は非常に大きいものになる。

・昇給・昇格抑制となる提案の撤回を求める。

	項　目
	これまでの労務担当局長回答・提案
	これまでの県労連の主張

	総労働時間の短縮
	○職員の健康管理の面から、またコスト意識をもって一層進めていく必要がある。

○管理監督者の意識啓発が重要である。マネジメントサポートシステムの確認項目に取り入れ、マネジメント能力の向上を図るようにしている。

○全庁一斉ノー残業デーの取組み、グループウェアにノー残業デーの表示をするなど、総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。
	・人事委員会報告で示されている「組織全体で業務のあり方の見直しや業務プロセスの改善など、時間外勤務の縮減と計画的な年休取得促進に向けた取組みを更に推し進めていく」ことを実践してほしい。

・所属任せだけでは、過重労働の撲滅はできない。県全体で取り組むことが必要である。

	メンタルヘルス対策の強化
	○現在、月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務をした職員を対象に、本人の申出または産業医の判断で産業医による面接を実施。今後は、月80時間超をした場合には全員を面接対象とする改善を図る。

○セクハラ対策については、法改正に基づき適正に対応していく。
	・実践的な研修や啓発活動とともに、予防と早期対策のためのケアシステムの確立を図ること。

・「リハビリ勤務」について事例集をもとに検証を行い、職場への復帰について課題の共有を図ること。

・復職のためのサポート体制の充実やいわゆる「リワーク研修」の導入など、一層の拡充を図ること。

	休暇制度の充実・改善
	○休暇もコスト。公務員を取り巻く厳しい状況の中で、これ以上の新設や拡充は難しい。

○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者の叔父・叔母は対象外としたい。

○配偶者同行休業制度については、労使で話し合い、早期に制度化を図りたい。
	・現在、小学校卒業時までの子を対象としている子の看護休暇について、対象期間を義務教育終了時までとするとともに、障害のある子については、18歳までに引き上げてほしい。

・ボランティア休暇等の充実など、改善を求める。各種の休暇取得ができるための条件整備を。

	両立支援
	○引き続き働きやすい環境づくりに意を用いる。
	・介護短時間勤務の新設等、職員が安心して働き続けることができるよう制度の改善や拡充を求める。

	臨任再任用

非常勤職員
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難である。

○非常勤報酬については、正規職員の決着後にあらためて相談したい。

○3/4非常勤の時間外勤務の割増率について、7時間45分までは、現行の125/100を100/100としたい。
	・正規職員と同様の労働実態にありながら、その労働条件には大きな格差が生じている。賃金や休暇制度の改善を。

・特に、非常勤職員の賃金については、最低限、臨任職員の上限引上げに対応した改善を。

・3/4非常勤の時間外手当割増率の引下げは、労働条件の不利益変更であり容認できない。

・また、労基法の基準を理由とした提案は、労働基準法に抵触すると考えられる。撤回を求める。
・臨任職員の雇用について、空白期間を置く必要がないとの総務省通知が再度発出されている。空白期間を解消すべきだ。


2014　県労連確定闘争日程
○11月10日（月）県労連決議文手交

○11月12日（水）幹事団交渉（最終）

○11月12日（水）19時～

自治労県職労拡大評議委員会

場所：県庁新庁舎地下入札室



賃金確定要求の実現を求める署名
☆未提出の方は、早急に組合事務所まで











































今年は場所が変わります








集約中！





集約中！








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































